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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：令和８年３月１１日（令和８年（行情）諮問第３１３号及び同第３１

４号）及び同年５月１２日（同第６０８号ないし同第６１０号） 

答申日：令和８年１０月１４日（令和８年度（行情）答申第６５７号、同第６

５８号及び同第６６１号ないし同第６６３号） 

事件名：「平和安全法制 整備法法制局審査資料」ファイルにつづられた文書

の開示決定に関する件（文書の特定） 

    「平和安全法制 整備法法制局審査資料」ファイルにつづられた文書

のうち特定の開示決定等で残りの部分とされた文書の開示決定に関

する件（文書の特定） 

    「平和安全法制 整備法法制局審査資料」ファイルにつづられた文書

のうち特定の開示決定等で残りの部分とされた文書の開示決定に関

する件（文書の特定） 

    「平和安全法制 整備法法制局審査資料」ファイルにつづられた文書

のうち特定の開示決定等で残りの部分とされた文書の開示決定に関

する件（文書の特定） 

    「平和安全法制 整備法法制局審査資料」ファイルにつづられた文書

のうち特定の開示決定等で残りの部分とされた文書の開示決定に関

する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる各文書（以下、順に「本件請求文書１」ないし「本件

請求文書５」といい、併せて「本件請求文書」という。）の各開示請求に

つき、別紙の３に掲げる各文書（以下、順に「文書１」ないし「文書１３

１９」といい、併せて「本件対象文書」という。）を特定し、開示した各

決定について、諮問庁が別紙の４に掲げる各文書（以下、併せて「追加特

定文書」という。）を追加して特定し、開示決定等をすべきとしているこ

とは、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し、令和７年１２月５日付け閣安保第４

５４号及び同第４５５号並びに令和８年２月５日付け同第２５号ないし同

第２７号により国家安全保障局長（以下「処分庁」という。）が行った各

開示決定（以下、順に「原処分１」ないし「原処分５」といい、併せて
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「原処分」という。）について、その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、各審査請求書によると、おお

むね以下のとおりである。 

 （１）原処分１及び原処分２について 

   ア 不開示決定の有無について確認を求める。 

     本件開示決定通知書には、標準様式第２号〔「情報公開事務処理の

手引」（平成３０年１０月 総務省行政管理局情報公開・個人情報

保護推進室）〕で定める「不開示とした部分とその理由」の欄がな

く、不開示の有無について不明なので、その確認を求める次第であ

る。 

   イ 他に文書がないか確認を求める。 

     審査請求人には確認する手段がないので、対象文書に漏れがないか、

念のため確認を求める次第である。 

（２）原処分３ないし原処分５について 

   ア 他に文書がないか確認を求める。 

     審査請求人は確認する手段がないので、対象文書に漏れがないか確

認を求める。 

   イ 一部に対する不開示決定の取り消し。 

     記録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件各審査請求の趣旨について 

（１）原処分１について（令和８年（行情）諮問第３１３号） 

   本件は、審査請求人が行った本件請求文書１に係る行政文書開示請求

に対して、処分庁において、令和５年８月７日付け閣安保第３７２号に

より法１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用した上で、令和

５年９月４日付け閣安保第４２２号により本件開示請求に係る行政文書

のうち相当の部分について開示決定（以下「先行開示決定１」という。）

を行い、さらに、残りの行政文書について原処分１を行ったところ、審

査請求人から、「不開示決定の有無について確認を求める。」及び「他

に文書がないか確認を求める。」といった趣旨の審査請求が提起された

ものである。 

（２）原処分２について（令和８年（行情）諮問第３１４号） 

   本件は、審査請求人が行った本件請求文書２に係る行政文書開示請求

に対して、処分庁において、令和５年１０月１０日付け閣安保第４６１

号により法１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用した上で、

令和５年１１月６日付け閣安保第５０３号により本件開示請求に係る行
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政文書のうち相当の部分について開示決定（以下「先行開示決定２」と

いう。）を行い、さらに、残りの行政文書について原処分２を行ったと

ころ、審査請求人から、「不開示決定の有無について確認を求める。」

及び「他に文書がないか確認を求める。」といった趣旨の審査請求が提

起されたものである。 

（３）原処分３について（令和８年（行情）諮問第６０８号） 

本件は、審査請求人が行った本件請求文書３に係る行政文書開示請求

に対して、処分庁において、令和６年３月７日付け閣安保第１１９号に

より法１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用した上で、令和

６年４月８日付け閣安保第１７４号により本件開示請求に係る行政文書

のうち相当の部分について開示決定（以下「先行開示決定３」という。）

を行い、さらに、残りの行政文書について原処分３を行ったところ、審

査請求人から、「他に文書がないか確認を求める。」及び「一部に対す

る不開示決定の取り消し。」といった趣旨の審査請求が提起されたもの

である。 

（４）原処分４について（令和８年（行情）諮問第６０９号） 

本件は、審査請求人が行った本件請求文書４に係る行政文書開示請求

に対して、処分庁において、令和６年３月７日付け閣安保第１２０号に

より法１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用した上で、令和

６年４月８日付け閣安保第１７５号により本件開示請求に係る行政文書

のうち相当の部分について開示決定（以下「先行開示決定４」という。）

を行い、さらに、残りの行政文書について原処分４を行ったところ、審

査請求人から、「他に文書がないか確認を求める。」及び「一部に対す

る不開示決定の取り消し。」といった趣旨の審査請求が提起されたもの

である。 

（５）原処分５について（令和８年（行情）諮問第６１０号） 

本件は、審査請求人が行った本件請求文書５に係る行政文書開示請求

に対して、処分庁において、令和６年３月７日付け閣安保第１２１号に

より法１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用した上で、令和

６年４月８日付け閣安保第１７６号により本件開示請求に係る行政文書

のうち相当の部分について開示決定（以下「先行開示決定５」という。）

を行い、さらに、残りの行政文書について原処分５を行ったところ、審

査請求人から、「他に文書がないか確認を求める。」及び「一部に対す

る不開示決定の取り消し。」といった趣旨の審査請求が提起されたもの

である。 

 ２ 原処分の妥当性について 

 （１）原処分１について 

処分庁においては、原処分１において、文書１外１３１８件を特定し
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た上で、全部開示決定したものである。 

また、処分庁において、本件審査請求を受けて、改めて対象文書を探

索の上、行政文書の特定を再度実施したが、先行開示決定１及び原処分

１で特定した行政文書以外に本件開示請求に該当する行政文書を保有し

ているとは認められない。 

以上の点から、原処分１は妥当である。 

（２）原処分２について 

   処分庁においては、原処分２において、文書１外１３１７件を特定し

た上で、全部開示決定したものである。 

また、処分庁において、本件審査請求を受けて、改めて対象文書を探

索の上、行政文書の特定を再度実施したが、先行開示決定２及び原処分

２で特定した行政文書以外に本件開示請求に該当する行政文書を保有し

ているとは認められない。 

以上の点から、原処分２は妥当である。 

 （３）原処分３について 

    処分庁においては、原処分３において、文書１外１３１１件を特定し

た上で、全部開示決定したものである。 

また、処分庁において、本件審査請求を受けて、改めて対象文書を探

索の上、行政文書の特定を再度実施したが、先行開示決定３及び原処分

３で特定した行政文書以外に本件開示請求に該当する行政文書を保有し

ているとは認められない。 

以上の点から、原処分３は妥当である。 

（４）原処分４について 

    処分庁においては、原処分４において、文書１外１３１１件を特定し

た上で、全部開示決定したものである。 

また、処分庁において、本件審査請求を受けて、改めて対象文書を探

索の上、行政文書の特定を再度実施したが、先行開示決定４及び原処分

４で特定した行政文書以外に本件開示請求に該当する行政文書を保有し

ているとは認められない。 

以上の点から、原処分４は妥当である。 

（５）原処分５について 

    処分庁においては、原処分５において、文書１外１３１７件を特定し

た上で、全部開示決定したものである。 

また、処分庁において、本件審査請求を受けて、改めて対象文書を探

索の上、行政文書の特定を再度実施したが、先行開示決定５及び原処分

５で特定した行政文書以外に本件開示請求に該当する行政文書を保有し

ているとは認められない。 

以上の点から、原処分５は妥当である。 
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 ３ 審査請求人の主張について 

 （１）原処分１について 

   ア 「不開示決定の有無について確認を求める。」との点については、

「本件開示決定通知書には、標準様式第２号〔「情報公開事務処理

の手引」（平成３０年１０月 総務省行政管理局情報公開・個人情

報保護推進室）〕で定める「不開示とした部分とその理由」の欄が

なく、不開示の有無について不明なので、その確認を求める次第で

ある。」旨主張している。しかしながら、上記２（１）のとおり、

全部開示決定した旨原処分１にて通知したことから、不開示部分は

ない。 

イ 「他に文書がないか確認を求める。」との点については、「審査請

求人には確認する手段がないので、対象文書に漏れがないか、念のた

め確認を求める次第である。」旨主張している。しかしながら、上記

２（１）のとおり、処分庁において、改めて対象文書を探索の上、行

政文書の特定を再度実施したが、先行開示決定１及び原処分１で特定

した行政文書以外に本件開示請求に該当する行政文書を保有している

とは認められない。 

 （２）原処分２について 

   ア 上記（１）アと同旨。（ただし、「上記２（１）」とあるのは「上

記２（２）」、「原処分１」とあるのは「原処分２」と読み替え

る。） 

   イ 上記（１）イと同旨。（ただし、「上記２（１）」とあるのは「上

記２（２）」、「先行開示決定１」とあるのは「先行開示決定２」、

「原処分１」とあるのは「原処分２」と読み替える。） 

 （３）原処分３について 

   ア 上記（１）イと同旨。（ただし、「上記２（１）」とあるのは「上

記２（３）」、「先行開示決定１」とあるのは「先行開示決定３」、

「原処分１」とあるのは「原処分３」と読み替える。） 

  イ 「一部に対する不開示決定の取り消し。」との点については、「記

録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示すべきで

ある。」旨主張している。しかしながら、上記２（３）のとおり、全

部開示決定した旨原処分３にて通知したことから、不開示部分はない。 

 （４）原処分４について 

   ア 上記（１）イと同旨。（ただし、「上記２（１）」とあるのは「上

記２（４）」、「先行開示決定１」とあるのは「先行開示決定４」、

「原処分１」とあるのは「原処分４」と読み替える。） 

   イ 上記（３）イと同旨。（ただし、「上記２（３）」とあるのは「上

記２（４）」、「原処分３」とあるのは「原処分４」と読み替え
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る。） 

 （５）原処分５について 

   ア 上記（１）イと同旨。（ただし、「上記２（１）」とあるのは「上

記２（５）」、「先行開示決定１」とあるのは「先行開示決定５」、

「原処分１」とあるのは「原処分５」と読み替える。） 

   イ 上記（３）イと同旨。（ただし、「上記２（３）」とあるのは「上

記２（５）」、「原処分３」とあるのは「原処分５」と読み替え

る。） 

４ 結語 

以上のとおり、原処分維持が適当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件各諮問事件について、以下のとおり、併合し、調査審

議を行った。 

① 令和８年３月１１日   諮問の受理（令和８年（行情）諮問第３

１３号及び同第３１４号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同年５月１２日     諮問の受理（令和８年（行情）諮問第６

０８号ないし同第６１０号） 

④ 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑤ 同年１０月７日     令和８年（行情）諮問第３１３号、同第

３１４号及び同第６０８号ないし同第６

１０号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件各開示請求について 

本件各開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

本件対象文書を特定し、全部開示する原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は、文書の追加特定等を求めており、諮問庁は、

原処分を維持することが妥当としていることから、以下、本件対象文書の

特定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について、当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ、次のとおりであった。 

ア 本件各開示請求については、いずれも「平和安全法制 整備法法制

局審査資料」ファイルに綴られた文書の全て（ただしホームページに

掲載されたものを除く）」の開示を求めている点で共通しており、各

開示請求の対象とする文書の範囲を踏まえて別紙の５のとおり別紙の

２に掲げる文書（以下「先行開示文書」という。）及び本件対象文書

を特定した。 
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イ 本件各審査請求を受けて、先行開示文書及び本件対象文書の他に本

件請求文書に該当する文書がないか探索を行ったところ、別紙の４に

掲げる各文書（追加特定文書）の保有を確認したため、追加して特定

し、開示決定等をすることとする。 

ウ 念のため関係部署において改めて探索を行ったが、先行開示文書、

本件対象文書及び追加特定文書以外に本件請求文書に該当する行政文

書の保有は確認できなかった。 

（２）当審査会において、諮問庁から追加特定文書の提示を受けて確認した

ところ、本件請求文書に該当する文書であると認められる。 

他方、上記（１）ウの探索状況を踏まえると、先行開示文書、本件対

象文書及び追加特定文書の外に本件請求文書に該当する文書は保有して

いないとする諮問庁の上記（１）の説明に特段不自然、不合理な点は認

められない。 

他に本件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認めら

れないことからすると、国家安全保障局において、先行開示文書、本件

対象文書及び追加特定文書の外に各開示請求の対象として特定すべき文

書を保有しているとは認められないので、追加特定文書を追加して特定

し、開示決定等をすべきとしていることは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

 ４ 本件各開示決定の妥当性について 

   以上のことから、本件請求文書の各開示請求につき、本件対象文書を特

定し、開示した各決定について、諮問庁が追加特定文書を追加して特定し、

開示決定等をすべきとしていることについては、国家安全保障局において、

先行開示文書、本件対象文書及び追加特定文書の外に各開示請求の対象と

して特定すべき文書を保有しているとは認められないので、追加特定文書

を追加して特定し、開示決定等をすべきとしていることは、妥当であると

判断した。 

（第２部会） 

委員 武藤京子、委員 佐藤郁美、委員 寺田麻佑 
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別紙 

１ 本件請求文書 

（１）本件請求文書１ 特定識別番号「平和安全法制 整備法法制局審査資料」

ファイルに綴られた文書の全て（ただしホームページに

掲載されたものを除く）。 

（２）本件請求文書２ 特定識別番号「平和安全法制 整備法法制局審査資料」

ファイルに綴られた文書の全てのうち閣安保第４２２号

で「残りの部分」とされた全て（ただしホームページに

掲載されたものを除く）。 

（３）本件請求文書３ 特定識別番号「平和安全法制 整備法法制局審査資料」

ファイルに綴られた文書の全てのうち閣安保第３０号で

「残りの部分」とされた全て（ただし「内閣法制局論点

集」及びホームページに掲載されたものを除く）。 

（４）本件請求文書４ 特定識別番号「平和安全法制 整備法法制局審査資料」

ファイルに綴られた文書の全てのうち閣安保第３０号で

「残りの部分」とされた全て（ただし「内閣法制局論点

集」及びホームページに掲載されたものを除く）。 

（５）本件請求文書５ 特定識別番号「平和安全法制 整備法法制局審査資料」

ファイルに綴られた文書の全てのうち閣安保第４２２号

で「残りの部分」とされた全て（ただしホームページに

掲載されたものを除く）。※前回開示請求の審査請求が

情報公開・個人情報保護審査会に諮問されたなかったの

で、改めて請求致します。 

 

２ 先行開示文書 

  法制局論点集 目次 

 

３ 本件対象文書 

文書１ 目次（１～３３２） 

文書２ 一括改正法律（題名検討中） 

文書３ 一括改正法律用例集 

文書４ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書５ 平成２７年４月２０日 新旧対照表 

文書６ 一括改正法律用例集（本則及び附則の追加分） 

文書７ 一括改正法律用例集（理由関係） 

文書８ 平成２７年４月１７日 国の存立を全うし国民を守る切れ目のな

い安全保障体制を構築するための関係法律の整備に関する法律 

文書９ 「一括改正法律（題名検討中）」の立案の前提となっている未施
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行法等一覧 

文書１０ 一括改正法律用例集（附則の規定順に関する用例） 

文書１１ 平成２７年４月１９日 国の存立を全うし国民を守る切れ目の

ない安全保障体制を確立するための関係法律の整備に関する法

律 

文書１２ 平成２７年４月１９日 附則 

文書１３ 一括改正法律用例集 

文書１４ 経過措置の要否 

文書１５ 用例関係資料（附則関連）（出典：Ｓｕｐｅｒ法令Ｗｅｂ、官

報） 

文書１６ 平成２７年４月１７日 附則 

文書１７ 平成２７年４月１６日 附則 

文書１８ 平成２７年４月１６日 附則 

文書１９ 平成２７年４月１３日 一括改正法（題名検討中） 

文書２０ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書２１ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書２２ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書２３ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障関係

法律の整備に関する法律 

文書２４ 平成２７年４月２９日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法の一部を改正する法律 

文書２５ 平成２７年４月２９日 新旧対照表 

文書２６ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書２７ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書２８ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書２９ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書３０ 平成２７年４月２７日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３１ 平成２７年４月２７日 新旧対照表 

文書３２ 一括改正法用例集（追加分） 

文書３３ 平成２７年４月２６日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３４ 平成２７年４月２６日 新旧対照表 

文書３５ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３６ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３７ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書３８ 一括改正法用例集追加資料（４月２２日提出） 

文書３９ 新旧対照表による審査後、内容に変更があり修正した主な箇所 
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文書４０ （第二条③関係）「賠償請求権」と規定せず、「請求権」と規

定する理由いかん。 

文書４１ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛

隊法等の一部を改正する法律案について 

標記法律案を第１８９回国会に提出する必要があるので、別紙

法律案及び理由を添えて閣議を求めます。 

文書４２ 参照条文（追加）海上保安庁法 

文書４３ 平成２７年５月９日 我が国及び国際社会の平和及び安全の確

保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書４４ 平成２７年５月９日 新旧対照表 

文書４５ 平成２７年５月７日 我が国及び国際社会の平和及び安全の確

保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書４６ 平成２７年５月７日 新旧対照表 

文書４７ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】 

問１ 海上保安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５項に

おいて「ネ」を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書４８ 平成２７年４月３０日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書４９ 平成２７年４月３０日 新旧対照表 

文書５０ 平成２７年４月１４日 ＰＫＯ法新旧 

文書５１ 平成２７年４月１３日 ＰＫＯ法新旧 

文書５２ 平成２７年４月１１日 ＰＫＯ法新旧 

文書５３ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧 

文書５４ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（１） 

文書５５ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（２） 

文書５６ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書５７ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書５８ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書５９ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書６０ 平成２７年４月５日 ＰＫＯ法新旧 

文書６１ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書６２ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書６３ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書６４ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧 

文書６５ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書６６ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書６７ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書６８ 平成２７年３月２６日 ＰＫＯ法新旧 
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文書６９ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書７０ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書７１ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書７２ 平成２７年３月２４日 ＰＫＯ法新旧 

文書７３ 平成２７年３月２０日 ＰＫＯ法新旧 

文書７４ 平成２７年４月１５日 米軍行動法新旧 

文書７５ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その１ 

文書７６ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その２ 

文書７７ 平成２７年３月２３日 米軍行動法新旧 

文書７８ 平成２７年３月２２日 米軍行動法新旧 

文書７９ 平成２７年３月２１日 米軍行動法新旧 

文書８０ 平成２７年３月１６日 米軍行動法新旧その１ 

文書８１ 平成２７年３月１６日 米軍行動法新旧その２ 

文書８２ 平成２７年３月１４日 米軍行動法新旧 

文書８３ 平成２７年２月１８日 米軍行動法新旧 

文書８４ 平成２７年２月１３日 米軍行動法新旧 

文書８５ 平成２７年２月９日 米軍行動法新旧 

文書８６ 平成２７年２月５日 米軍行動法新旧 

文書８７ 平成２７年１月２６日 米軍行動法新旧 

文書８８ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い我

が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３号）

の一部を改正する法律案に係る説明資料 

文書８９ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い我

が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３号）

の一部を改正する法律案 用例関係資料 

文書９０ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い我

が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３号）

の一部を改正する法律案 参照条文 

文書９１ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４年

法律第７９号）用例関係追加資料（４月１０日提出） 

文書９２ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４年

法律第７９号）用例関係資料（３月３０日提出） 

文書９３ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

文書９４ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

（活動が行われる地域が定められた文書等） 

文書９５ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】 

問１ 海上保安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５項に

おいて「ネ」を行わない旨条文を修正する理由如何。 
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文書９６ いわゆる任務遂行型武器使用について 

文書９７ 御説明資料 ［国際連合平和維持活動等に対する協力に関する

法律の一部改正］ 

文書９８ 国際連動平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４年

法律第７９号）用例関係追加資料（４月１４日提出） 

文書９９ 問） 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の

強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成２０年

法律第６３号、以下「研究開発力強化法」という。）第２３条

第２号において掲げられている補償に、同法附則第８項の規定

による傷害補償年金前払一時金および同法附則第１２項の規定

による遺族補償年金前払一時金は含まれるか。 

文書１００ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月７日提出） 

文書１０１ 【第３条第１号関係】 

問 第３条第１号柱書及びハに列挙されているような国際連

合平和維持活動の諸目的の、国連決議での言及との整合性如何。 

文書１０２ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月６日提出） 

文書１０３ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛隊

員」の扱いについて（概要） 

文書１０４ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛隊

員」の扱いについて（条文該当箇所抜粋） 

文書１０５ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（３月３０日提出） 

文書１０６ 国際平和協力業務に係る活動類型・実施主体 

文書１０７ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（３月２７日提出） 

文書１０８ 該当条文検索・結果出力画面 総務省組織令、総務省設置法 

文書１０９ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料 

文書１１０ 平成２７年４月１１日 捕虜法新旧 

文書１１１ 平成２７年４月９日 捕虜法新旧その１ 

文書１１２ 平成２７年４月９日 捕虜法新旧その２ 

文書１１３ 平成２７年４月７日 捕虜法新旧 

文書１１４ 平成２７年４月６日 捕虜法新旧 

文書１１５ 平成２７年４月３日 捕虜法新旧 

文書１１６ 平成２７年３月２４日 捕虜法新旧 

文書１１７ 平成２７年３月２３日 捕虜法新旧 
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文書１１８ 平成２７年３月２１日 捕虜法新旧 

文書１１９ 平成２７年３月１７日 捕虜法新旧その１ 

文書１２０ 平成２７年３月１７日 捕虜法新旧その２ 

文書１２１ 平成２７年２月２７日 捕虜法新旧 

文書１２２ 平成２７年３月１７日 船舶検査法新旧 

文書１２３ 平成２７年３月１８日 船舶検査法新旧 

文書１２４ 平成２７年３月２２日 船舶検査法新旧 

文書１２５ （第七条関係）○重要影響事態等に際して実施する船舶検査

活動に関する法律の読替え 

文書１２６ 平成２７年３月２３日 船舶検査法新旧 

文書１２７ 平成２７年３月２４日 船舶検査法新旧 

文書１２８ 平成２７年３月２５日 船舶検査法新旧 

文書１２９ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その１ 

文書１３０ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その２ 

文書１３１ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その１ 

文書１３２ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その２ 

文書１３３ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その３ 

文書１３４ 平成２７年３月３０日 船舶検査法新旧 

文書１３５ 平成２７年４月２日 船舶検査法新旧 

文書１３６ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その１ 

文書１３７ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その２ 

文書１３８ 平成２７年４月８日 船舶検査法新旧 

文書１３９ 平成２７年４月１６日 船舶検査法新旧 

文書１４０ 平成２７年４月２１日 船舶検査法案文 

文書１４１ 平成２７年４月２１日 船舶検査法新旧 

文書１４２ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧イメージ 

文書１４３ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧 

文書１４４ 平成２７年３月１９日 海上輸送規制法新旧 

文書１４５ 平成２７年３月２１日 海上輸送規制法新旧 

文書１４６ 平成２７年３月２４日 海上輸送規制法新旧 

文書１４７ 平成２７年３月２７日 海上輸送規制法新旧 

文書１４８ 平成２７年３月３０日 海上輸送規制法新旧 

文書１４９ 平成２７年３月３１日 海上輸送規制法新旧 

文書１５０ 平成２７年４月２日 海上輸送規制法新旧 

文書１５１ 平成２７年４月３日 海上輸送規制法新旧 

文書１５２ 平成２７年４月６日 海上輸送規制法新旧 

文書１５３ 平成２７年４月７日 海上輸送規制法新旧 

文書１５４ 平成２７年４月２２日「存立危機事態」について 
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文書１５５ 【参考】関連主要国会答弁 

文書１５６ 論点「存立危機事態」における「国民の協力」（事態対処法

第８条）を規定しない理由いかん。 

文書１５７ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律新旧（平成１６年法律第１

１３号及び平成１５年法律第７９号） 

文書１５８ 今般の安全保障法制の整備における国民保護法の取扱いにつ

いて 

文書１５９ 平成２７年４月１３日「存立危機事態」について 

文書１６０ ◆国民保護法の一部改正（附則第●条関係）【国民保護法第

２条第３項関係】 

文書１６１ 国民保護法新旧 

文書１６２ 論点「存立危機事態」における地方公共団体の「責務」が規

定されていないことと改正案第４条第２項の関係 

文書１６３ 論点 第２条第８号ハの「存立危機事態を終結させるために

その推移に応じて実施する次に掲げる措置」の「終結」の意味

いかん。 

文書１６４ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）の一

部を改正する法律案 用例関係資料 

文書１６５ 事態対処法 用例関係資料【第三条関係】【第四条関係】

【第十八条関係】 

文書１６６ 問 「我が国密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生

し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及

び幸福追及の権利が根底から覆される明白な危険がある場合」

における国民保護のための施策如何。 

文書１６７ 法制局指摘事項「事態対処法のプログラム規定と同種の規定

を有する法律における（当該規定が）、対象としていた法制が

整備された後の扱い」について 

文書１６８ 事態対処法第３章の改正経緯 

文書１６９ ○国民保護法（第二章 住民の避難に関する措置） 

文書１７０ ○○事態における事態対処法制の適用について 

文書１７１ ○○事態における国民保護法に基づく国民生活の安定に関す

る措置の適用について 

文書１７２ 第五章 国民生活の安定に関する措置等『逐条解説国民保護

法』（ぎょうせい） 

文書１７３ 平成２７年４月１５日 武力攻撃事態法新旧 

文書１７４ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その１ 
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文書１７５ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１７６ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その３ 

文書１７７ 平成２７年４月８日 武力攻撃事態法新旧 

文書１７８ 平成２７年４月６日 武力攻撃事態法新旧 

文書１７９ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１８０ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１８１ 平成２７年４月２日 武力攻撃事態法新旧 

文書１８２ 平成２７年３月３１日 武力攻撃事態法新旧 

文書１８３ 平成２７年３月３０日 武力攻撃事態法新旧 

文書１８４ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１８５ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１８６ 平成２７年３月２３日 武力攻撃事態法新旧 

文書１８７ 平成２７年３月２２日 武力攻撃事態法新旧 

文書１８８ 平成２７年３月２１日 武力攻撃事態法新旧 

文書１８９ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１９０ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１９１ 平成２７年３月１４日 武力攻撃事態法新旧 

文書１９２ 平成２７年２月２０日 武力攻撃事態法新旧 

文書１９３ 平成２７年２月１８日 武力攻撃事態法新旧 

文書１９４ 平成２７年１月９日 武力攻撃事態法新旧 

文書１９５ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書１９６ 平成２７年３月２日 自衛隊法新旧 

文書１９７ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書１９８ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書１９９ 平成２７年３月３１日 自衛隊法新旧 

文書２００ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書２０１ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その１ 

文書２０２ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その２ 

文書２０３ 用例関係資料（自衛隊法第９５条の２関係） 

文書２０４ 平成２７年３月１３日 自衛隊法新旧 

文書２０５ 平成２７年３月１８日 自衛隊法新旧 

文書２０６ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書２０７ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書２０８ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その１ 

文書２０９ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その２ 

文書２１０ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書２１１ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書２１２ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 
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文書２１３ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その３ 

文書２１４ 平成２７年４月９日 自衛隊法新旧 

文書２１５ 平成２７年３月１４日 自衛隊法新旧 

文書２１６ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書２１７ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書２１８ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書２１９ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書２２０ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書２２１ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書２２２ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書２２３ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その１ 

文書２２４ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その２ 

文書２２５ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧 

文書２２６ 平成２７年４月８日 自衛隊法新旧 

文書２２７ 平成２７年４月１０日 自衛隊法新旧 

文書２２８ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書２２９ 平成２７年３月２２日 自衛隊法新旧 

文書２３０ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書２３１ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書２３２ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書２３３ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書２３４ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書２３５ 平成２７年３月２７日 自衛隊法案文 

文書２３６ 自衛隊法新旧 

文書２３７ 平成２７年４月１日 自衛隊法新旧 

文書２３８ 平成２７年４月１日 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書２３９ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧 

文書２４０ 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書２４１ 平成２７年４月１３日 特定公共施設等利用法新旧 

文書２４２ ［事態対処法、米軍行動関連措置法及び特定公共施設等利用

法］（条文修正に伴う整理事項） 

文書２４３ 平成２７年３月２２日 特定公共施設等利用法新旧 

文書２４４ 平成２７年３月２１日 特定公共施設等利用法新旧 

文書２４５ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その１ 

文書２４６ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その２ 

文書２４７ 平成２７年３月１４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書２４８ 平成２７年３月４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書２４９ 武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律
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（平成１６年法律第１１４号）の一部を改正する法律案に係る

説明資料 

文書２５０ 特定公共施設利用法の改正について 

文書２５１ ［国家安全保障会議設置法の一部改正（第１０条関係）］問 

重大緊急事態の定義から国際平和共同対処事態を除く理由如何。

国際平和共同対処事態と重大緊急事態の定義が重複する事態は

どのような事態か。（第２条第１項第１２号関係） 

文書２５２ 平成２７年４月２６日 設置法新旧 

文書２５３ 問 「自衛隊の行動に関する重要事項（第四号から第八号ま

でに掲げるものを除く）」を追加する理由及び第２条第１項の

他の審議事項の整理について 

文書２５４ ［国家安全保障会議設置法の一部改正（第９条関係）］問 

改正法第９条第２項において、事態対処専門委員会の調査及び

分析の対象となる会議の審議事項のうち、改正法第２条第１項

第９号及び第１０号に掲げる事項については、その対処措置に

つき諮るべき事態に係るものに限ることとした理由いかん。 

文書２５５ 自衛隊の任務と行動 

文書２５６ 平成２７年４月１６日 設置法新旧 

文書２５７ 平成２７年４月１６日 設置法改め文 

文書２５８ 平成２５年４月１６日 国家安全保障会議設置法新旧 

文書２５９ 平成２７年４月１５日 設置法改め文 

文書２６０ 平成２７年４月１５日 設置法新旧 

文書２６１ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正経

緯 

文書２６２ 開催年月日 事項 閣議手続 

文書２６３ １２０－衆－安全保障特別委員会－６号 平成０３年０４月

２６日 

文書２６４ 国防会議開催状況 

文書２６５ 国家安全保障会議設置法（用例） 

文書２６６ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第○条関係） 

文書２６７ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第○条関係） 

文書２６８ 設置法改め文 

文書２６９ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正経

緯 

文書２７０ 本法第３条（国際平和協力法の一部改正）中第２１条を第２

２条とする改正規定をその直前の改正規定と区切ることについ
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て 

文書２７１ 一括改正法の題名について 

文書２７２ 参考資料（題名関係） 

文書２７３ 今般の一括改正法の題名について 

文書２７４ 題名に関する用例について 

文書２７５ 平成５年３月３１日水曜日 官報（号外特第７号） 

文書２７６ 平成１４年５月１５日水曜日 官報第３３６０号 

文書２７７ 一括改正法律用例集（題名関係） 

文書２７８ 今般の一括法案の題名について 

文書２７９ 参考資料（題名関係） 

文書２８０ （参考１）昭和６０年４月２日衆・大蔵委 茂串内閣法制局

長官答弁 

文書２８１ 今般の一括法案の相互の関連性（主なもの） 

文書２８２ 平成１９年７月６日金曜日 官報（号第第１４７号） 

文書２８３ 平成２０年４月１８日金曜日 官報 第４８１２号 

文書２８４ 平成１６年６月４日金曜日 官報（号外第１１８号） 

文書２８５ （参考５）平成２７年２月１８日参・本会議 安倍内閣総理

大臣答弁 

文書２８６ ■ある政策目的の実現のため、新規立法と併せて提出された

関係法律の一括整備法であって、当該法律の題名が「（ある政

策目的）のための」となっていた例 

文書２８７ （参考８）一括改正法律用例集 

文書２８８ 法律案提出理由 

文書２８９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）新旧対照表 

文書２９０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）改正案【案２】新旧対照表 

文書２９１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）（案１）第一条を

シンプル化、第三条で我が国平和のための外国軍隊等を追加 

新旧対照表 

文書２９２ 参考資料（自・自・公修正について（周辺事態法）等） 

文書２９３ 周辺事態の具体例（追３０－２４４） 

文書２９４ 改正周辺事態法における支援項目（別表第一に掲げる物品及

び役務の種類の拡大）について（２７．３．１２ 防衛省） 

文書２９５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措
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置に関する法律【法律名称変更の可能性あり】（平成十一年法

律第六十号）別表第一新旧対照表 

文書２９６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称変更の可能性あり】（平成十一年法

律第六十号）新旧対照表 

文書２９７ 一時休止後の措置について 

文書２９８ 捜索救助活動についての政府の考え方 

文書２９９ 参照条文（自衛隊法（抄）、自衛隊法施行令（抜粋）） 

文書３００ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０３ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書３０４ 改正周辺事態法の対象とする事態について（２７．３．２４ 

防衛省） 

文書３０５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３０９ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書３１０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１２ 補足資料（第１１条第５項関係「０１ 宿営地の設置及び武

器の使用と対応措置の関係並びにそれに関する派遣先国の同意

について」） 平成２７年４月３日 防衛省 

文書３１３ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措
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置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１７ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障関

係法律の整備に関する法律 

文書３１８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３１９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３２０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３２１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３２２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３２３ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年４月 

防衛省 

文書３２４ 一括改正法案（題名検討中） 

文書３２５ 一括改正法案（題名検討中） 

文書３２６ 新旧対照表 

文書３２７ 新旧対照表 

文書３２８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３２９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書３３０ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年４月 

防衛省 

文書３３１ 法制局論点集 細目 

文書３３２ 法制局論点集 本体 

文書３３３ 一括改正法律（題名検討中） 

文書３３４ 一括改正法律用例集 

文書３３５ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書３３６ 平成２７年４月２０日 新旧対照表 

文書３３７ 一括改正法律用例集（本則及び附則の追加分） 

文書３３８ 一括改正法律用例集（理由関係） 

文書３３９ 平成２７年４月１７日 国の存立を全うし国民を守る切れ目
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のない安全保障体制を構築するための関係法律の整備に関する

法律 

文書３４０ 「一括改正法律（題名検討中）」の立案の前提となっている

未施行法等一覧 

文書３４１ 一括改正法律用例集（附則の規定順に関する用例） 

文書３４２ 平成２７年４月１９日 国の存立を全うし国民を守る切れ目

のない安全保障体制を確立するための関係法律の整備に関する

法律 

文書３４３ 平成２７年４月１９日 附則 

文書３４４ 一括改正法律用例集 

文書３４５ 経過措置の要否 

文書３４６ 用例関係資料（附則関係）（出典：Ｓｕｐｅｒ法令ｗｅｂ、

官報） 

文書３４７ 平成２７年４月１７日 附則 

文書３４８ 平成２７年４月１６日 附則 

文書３４９ 平成２７年４月１６日 附則 

文書３５０ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３５１ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書３５２ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３５３ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書３５４ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障関

係法律の整備に関する法律 

文書３５５ 平成２７年４月２９日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法の一部を改正する法律 

文書３５６ 平成２７年４月２９日 新旧対照表 

文書３５７ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法の一部を改正する法律 

文書３５８ 平成２７年４月２８日 新旧対照表  

文書３５９ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書３６０ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書３６１ 平成２７年４月２７日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３６２ 平成２７年４月２７日 新旧対照表 

文書３６３ 一括改正法律用例集（追加分） 

文書３６４ 平成２７年４月２６日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３６５ 平成２７年４月２６日 新旧対照表 

文書３６６ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書３６７ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題名検討中） 
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文書３６８ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書３６９ 一括改正法用例追加資料（４月２２日提出） 

文書３７０ 新旧対照表による審査後、内容に変更があり修正した主な箇

所 

文書３７１ （第二条③関係）「賠償請求権」と規定せず、「請求権」と

規定する理由いかん。 

文書３７２ 参照条文（追加）海上保安庁法 

文書３７３ 平成２７年５月９日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書３７４ 平成２７年５月９日 新旧対照表 

文書３７５ 平成２７年５月７日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書３７６ 平成２７年５月７月 新旧対照表 

文書３７７ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】問１ 海上保

安庁の組織参加業務を指定する法第６条第５項において「ネ」

を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書３７８ 平成２７年４月３０日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書３７９ 平成２７年４月３０日 新旧対照表 

文書３８０ 平成２７年４月１４日 ＰＫＯ法新旧 

文書３８１ 平成２７年４月１３日 ＰＫＯ法新旧 

文書３８２ 平成２７年４月１１日 ＰＫＯ法新旧 

文書３８３ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧 

文書３８４ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（１） 

文書３８５ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（２） 

文書３８６ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書３８７ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書３８８ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書３８９ 平成２７年４月５日 ＰＫＯ法新旧 

文書３９０ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書３９１ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書３９２ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書３９３ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧 

文書３９４ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書３９５ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書３９６ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書３９７ 平成２７年３月２６日 ＰＫＯ法新旧 

文書３９８ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その１ 
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文書３９９ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書４００ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書４０１ 平成２７年３月２４日 ＰＫＯ法新旧 

文書４０２ 平成２７年３月２０日 ＰＫＯ法新旧 

文書４０３ 平成２７年４月１５日 米軍行動法新旧 

文書４０４ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その１ 

文書４０５ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その２ 

文書４０６ 平成２７年４月１５日 米軍行動法新旧 

文書４０７ 平成２７年３月２１日 米軍行動法新旧 

文書４０８ 平成２７年３月１６日 米軍行動法新旧その１ 

文書４０９ 平成２７年３月１６日 米軍行動法新旧その２ 

文書４１０ 平成２７年３月１４日 米軍行動法新旧 

文書４１１ 平成２７年２月１８日 米軍行動法新旧 

文書４１２ 平成２７年２月１３日 米軍行動法新旧 

文書４１３ 平成２７年２月９日 米軍行動法新旧 

文書４１４ 平成２７年２月５日 米軍行動法新旧 

文書４１５ 平成２７年１月２６日 米軍行動法新旧 

文書４１６ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３

号）の一部を改正する法律案に係る説明資料 

文書４１７ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３

号）の一部を改正する法律案 用例関係資料 

文書４１８ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３

号）の一部を改正する法律案 参照条文 

文書４１９ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月１０日提出） 

文書４２０ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係資料（３月３０日提出） 

文書４２１ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

文書４２２ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

（活動が行われる地域が定められた文書等） 

文書４２３ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】 

問１ 海上保安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５項

において「ネ」を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書４２４ いわゆる任務遂行型武器使用について 

文書４２５ 御説明資料 ［国際連合平和維持活動等に対する協力に関す
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る法律の一部改正］ 

文書４２６ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月１４日提出） 

文書４２７ 問） 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力

の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成２０

年法律第６３号、以下「研究開発力強化法」という。）第２３

条第２号において掲げられている補償に、同法附則第８項の規

定による傷害補償年金前払一時金および同法附則第１２項の規

定による遺族補償年金前払一時金は含まれるか。 

文書４２８ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月７日提出） 

文書４２９ 【第３条第１号関係】 

問 第３条第１号柱書及びハに列挙されているような国際連

合平和維持活動の諸目的の、国連決議での言及との整合性如何。 

文書４３０ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月６日提出） 

文書４３１ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛隊

員」の扱いについて（概要） 

文書４３２ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛隊

員」の扱いについて（条文該当箇所抜粋） 

文書４３３ 国際連動平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（３月３０日提出） 

文書４３４ 国際平和協力業務に係る活動類型・実施主体 

文書４３５ 国際連動平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（３月２７日提出） 

文書４３６ 該当条文検索・結果出力画面 総務省組織令、総務省設置法 

文書４３７ 国際連動平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料 

文書４３８ 平成２７年４月１１日 捕虜法新法 

文書４３９ 平成２７年４月９日 捕虜法新法その１ 

文書４４０ 平成２７年４月９日 捕虜法新法その２ 

文書４４１ 平成２７年４月７日 捕虜法新法 

文書４４２ 平成２７年４月６日 捕虜法新法 

文書４４３ 平成２７年４月３日 捕虜法新法 

文書４４４ 平成２７年３月２４日 捕虜法新法 

文書４４５ 平成２７年３月２３日 捕虜法新法 

文書４４６ 平成２７年３月２１日 捕虜法新法 

文書４４７ 平成２７年３月２７日 捕虜法新法その１ 
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文書４４８ 平成２７年３月２７日 捕虜法新法その２ 

文書４４９ 平成２７年２月２７日 捕虜法新法 

文書４５０ 平成２７年３月１７日 船舶検査法新旧 

文書４５１ 平成２７年３月１８日 船舶検査法新旧 

文書４５２ 平成２７年３月２２日 船舶検査法新旧 

文書４５３ （第七条関係）〇重要影響事態等に際して実施する船舶検査

活動に関する法律の読替え 

文書４５４ 平成２７年３月２３日 船舶検査法新旧 

文書４５５ 平成２７年３月２４日 船舶検査法新旧 

文書４５６ 平成２７年３月２５日 船舶検査法新旧 

文書４５７ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その１ 

文書４５８ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その２ 

文書４５９ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その１ 

文書４６０ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その２ 

文書４６１ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その３ 

文書４６２ 平成２７年３月３０日 船舶検査法新旧 

文書４６３ 平成２７年４月２日 船舶検査法新旧 

文書４６４ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その１ 

文書４６５ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その２ 

文書４６６ 平成２７年４月８日 船舶検査法新旧 

文書４６７ 平成２７年４月１６日 船舶検査法新旧 

文書４６８ 平成２７年４月２１日 船舶検査法案文 

文書４６９ 平成２７年４月２１日 船舶検査法新旧 

文書４７０ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧イメージ 

文書４７１ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧 

文書４７２ 平成２７年３月１９日 海上輸送規制法新旧 

文書４７３ 平成２７年３月２１日 海上輸送規制法新旧 

文書４７４ 平成２７年３月２４日 海上輸送規制法新旧 

文書４７５ 平成２７年３月２７日 海上輸送規制法新旧 

文書４７６ 平成２７年３月３０日 海上輸送規制法新旧 

文書４７７ 平成２７年３月３１日 海上輸送規制法新旧 

文書４７８ 平成２７年４月２日 海上輸送規制法新旧 

文書４７９ 平成２７年４月３日 海上輸送規制法新旧 

文書４８０ 平成２７年４月６日 海上輸送規制法新旧 

文書４８１ 平成２７年４月７日 海上輸送規制法新旧 

文書４８２ 平成２７年４月２２日「存立危機事態」について 

文書４８３ 【参考】関連主要国会答弁 

文書４８４ 論点「存立危機事態」における「国民の協力」（事態対処法
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第８条）を規定しない理由いかん。 

文書４８５ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律新旧（平成１６年法律第１

１３号及び平成１５年法律第７９号） 

文書４８６ 今般の安全保障法制の整備における国民保護法の取扱いにつ

いて 

文書４８７ 平成２７年４月１３日「存立危機事態」について 

文書４８８ ◆国民保護法の一部改正（附則第●条関係）【国民保護法第

２条第３項関係】 

文書４８９ 国民保護法新旧 

文書４９０ 論点「存立危機事態」における地方公共団体の「責務」が規

定されていないことと改正案第４条第２項の関係 

文書４９１ 論点 第２条第８号ハの「存立危機事態を終結させるために

その推移に応じて実施する次に掲げる措置」の「終結」の意味

いかん。 

文書４９２ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）の一

部を改正する法律案 用例関係資料 

文書４９３ 事態対処法 用例関係資料【第三条関係】【第四条関係】

【第十八条関係】 

文書４９４ 問「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生

し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及

び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合」

における国民保護のための施策如何。 

文書４９５ 法制局指摘事項「事態対処法のプログラム規定と同種の規定

を有する法律における（当該規定が）、対象としていた法制が

整備された後の扱い」について 

文書４９６ 事態対処法第３章の改正経緯 

文書４９７ 〇国民保護法（第二章 住民の避難に関する措置） 

文書４９８ ○○事態における事態対処法制の適用について 

文書４９９ ○○事態における国民保護法に基づく国民生活の安定に関す

る措置の適用について 

文書５００ 第五章 国民生活の安定に関する措置等『逐条解説国民保護

法』（ぎょうせい） 

文書５０１ 平成２７年４月１５日 武力攻撃事態法新旧 

文書５０２ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書５０３ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書５０４ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その３ 
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文書５０５ 平成２７年４月８日 武力攻撃事態法新旧 

文書５０６ 平成２７年４月６日 武力攻撃事態法新旧 

文書５０７ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書５０８ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書５０９ 平成２７年４月２日 武力攻撃事態法新旧 

文書５１０ 平成２７年３月３１日 武力攻撃事態法新旧 

文書５１１ 平成２７年３月３０日 武力攻撃事態法新旧 

文書５１２ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書５１３ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書５１４ 平成２７年３月２３日 武力攻撃事態法新旧 

文書５１５ 平成２７年３月２２日 武力攻撃事態法新旧 

文書５１６ 平成２７年３月２１日 武力攻撃事態法新旧 

文書５１７ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書５１８ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書５１９ 平成２７年３月１４日 武力攻撃事態法新旧 

文書５２０ 平成２７年２月２０日 武力攻撃事態法新旧 

文書５２１ 平成２７年２月１８日 武力攻撃事態法新旧 

文書５２２ 平成２７年１月９日 武力攻撃事態法新旧 

文書５２３ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書５２４ 平成２７年３月２日 自衛隊法新旧 

文書５２５ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書５２６ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書５２７ 平成２７年３月３１日 自衛隊法新旧 

文書５２８ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書５２９ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その１ 

文書５３０ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その２ 

文書５３１ 用例関係資料（自衛隊法第９５条の２関係） 

文書５３２ 平成２７年３月１３日 自衛隊法新旧 

文書５３３ 平成２７年３月１８日 自衛隊法新旧 

文書５３４ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書５３５ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書５３６ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その１ 

文書５３７ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その２ 

文書５３８ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書５３９ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書５４０ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書５４１ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その３ 

文書５４２ 平成２７年４月９日 自衛隊法新旧 
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文書５４３ 平成２７年３月１４日 自衛隊法新旧 

文書５４４ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書５４５ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書５４６ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書５４７ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書５４８ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書５４９ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書５５０ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書５５１ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その１ 

文書５５２ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その２ 

文書５５３ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧 

文書５５４ 平成２７年４月８日 自衛隊法新旧 

文書５５５ 平成２７年４月１０日 自衛隊法新旧 

文書５５６ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書５５７ 平成２７年３月２２日 自衛隊法新旧 

文書５５８ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書５５９ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書５６０ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書５６１ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書５６２ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書５６３ 平成２７年３月２７日 自衛隊法案文 

文書５６４ 自衛隊法新旧 

文書５６５ 平成２７年４月１日 自衛隊法新旧 

文書５６６ 平成２７年４月１日 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書５６７ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧 

文書５６８ 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書５６９ 平成２７年４月１３日 特定公共施設等利用法新旧 

文書５７０ ［事態対処法、米軍行動関連措置法及び特定公共施設等利用

法］（条文修正に伴う整理事項） 

文書５７１ 平成２７年３月２２日 特定公共施設等利用法新旧 

文書５７２ 平成２７年３月２１日 特定公共施設等利用法新旧 

文書５７３ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その１ 

文書５７４ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その２ 

文書５７５ 平成２７年３月１４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書５７６ 平成２７年３月４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書５７７ 武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律

（平成１６年法律第１１４号）の一部を改正する法律案に係る

説明資料 
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文書５７８ 特定公共施設利用法の改正について 

文書５７９ ［国家安全保障会議設置法の一部改正］（第１０条関係）問 

重大緊急事態の定義から国際平和共同対処事態を除く理由如何。

国際平和共同対処事態と重大緊急事態の定義が重複する事態は

どのような事態か。（第２条第１項第１２号関係） 

文書５８０ 平成２７年４月２６日 設置法新旧 

文書５８１ 問「自衛隊の行動に関する重要事項（第四号から第八号まで

に掲げるものを除く）」を追加する理由及び第２条第１項の他

の審議事項の整理について 

文書５８２ ［国家安全保障会議設置法の一部改正（第９条関係）］問 

改正法第９条第２項において、事態対処専門委員会の調査及び

分析の対象となる会議の審議事項のうち、改正法第２条第１項

第９号及び第１０号に掲げる事項については、その対処措置に

つき諮るべき事態に係るものに限ることとした理由いかん。 

文書５８３ 平成２７年４月１６日 設置法新旧 

文書５８４ 平成２７年４月１６日 設置法改め文 

文書５８５ 平成２５年４月１６日 国家安全保障会議設置法新旧 

文書５８６ 平成２７年４月１５日 設置法改め文 

文書５８７ 平成２７年４月１５日 設置法新旧 

文書５８８ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正経

緯 

文書５８９ 開催年月日 事項 閣議手続 

文書５９０ 国防会議開催状況 

文書５９１ 国家安全保障会議設置法（用例） 

文書５９２ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第○条関係） 

文書５９３ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第○条関係） 

文書５９４ 設置法改め文 

文書５９５ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正経

緯 

文書５９６ 本法第３条（国際平和協力法の一部改正）中第２１条を第２

２条とする改正規定をその直前の改正規定と区切ることについ

て 

文書５９７ 一括改正法の題名について 

文書５９８ 参考資料（題名関係） 

文書５９９ 今般の一括改正法の題名について 

文書６００ 題名に関する用例について 
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文書６０１ 平成５年３月３１日水曜日 官報（号外特第７号） 

文書６０２ 平成１４年５月１５日水曜日 官報第３３６０号 

文書６０３ 一括改正法律用例集（題名関係） 

文書６０４ 今般の一括法案の題名について 

文書６０５ 参考資料（題名関係） 

文書６０６ （参考１）昭和６０年４月２日衆・大蔵委 茂串内閣法制局

長官答弁 

文書６０７ 今般の一括法案の相互の関連性（主なもの） 

文書６０８ 平成１９年７月６日金曜日 官報（号第第１４７号） 

文書６０９ 平成２０年４月１８日金曜日 官報 第４８１２号 

文書６１０ 平成１６年６月４日金曜日 官報（号外第１１８号） 

文書６１１ （参考５）平成２７年２月１８日参・本会議 安倍内閣総理

大臣答弁 

文書６１２ ■ある政策目的の実現のため、新規立法と併せて提出された

関係法律の一括整備法であって、当該法律の題名が「（ある政

策目的）のための」となっていた例 

文書６１３ （参考８）一括改正法律用例集 

文書６１４ 法律案提出理由 

文書６１５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）新旧対照表 

文書６１６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）改正案【案２】新旧対照表 

文書６１７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）（案１）第一条を

シンプル化、第三条で我が国平和のための外国軍隊等を追加 

新旧対照表 

文書６１８ 参考資料（自・自・公修正について（周辺事態法）等） 

文書６１９ 周辺事態の具体例（追３０－２４４） 

文書６２０ 改正周辺事態法における支援項目（別表第一に掲げる物品及

び役務の種類の拡大）について（２７．３．１２ 防衛省） 

文書６２１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）別表第一新旧対照表 

文書６２２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）新旧対照表 
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文書６２３ 一時休止後の措置について 

文書６２４ 捜索救助活動についての政府の考え方 

文書６２５ 参照条文（自衛隊法（抄）、自衛隊法施行令（抜粋）） 

文書６２６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６２７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６２８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６２９ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書６３０ 改正周辺事態法の対象とする事態について（２７．３．２４ 

防衛省） 

文書６３１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６３２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６３３ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６３４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６３５ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書６３６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６３７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６３８ 補足資料（第１１条第５項関係「０１ 宿営地の設置及び武

器の使用と対応措置の関係並びにそれに関する派遣先国の同意

について」） 平成２７年４月３日 防衛省 

文書６３９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 
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文書６４３ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障関

係法律の整備に関する法律 

文書６４４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６４９ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年４月 

防衛省 

文書６５０ 一括改正法律（題名検討中） 

文書６５１ 一括改正法律（題名検討中） 

文書６５２ 新旧対照表 

文書６５３ 新旧対照表 

文書６５４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６５５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書６５６ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年４月 

防衛省 

文書６５７ 一括改正法律（題目検討中） 

文書６５８ 一括改正法律用例集 

文書６５９ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書６６０ 平成２７年４月２０日 新旧対照表 

文書６６１ 一括改正法律用例集（本則及び附則の追加分） 

文書６６２ 一括改正法律用例集（理由関係） 

文書６６３ 平成２７年４月１７日 国の存立を全うし国民を守る切れ目

のない安全保障体制を構築するための関係法律の整備に関する

法律 

文書６６４ 「一括改正法律（題名検討中）」の立案の前提となっている

未施行法等一覧 

文書６６５ 一括改正法律用例集（附則の規定順に関する用例） 

文書６６６ 平成２７年４月１９日 国の存立を全うし国民を守る切れ目

のない安全保障体制を確立するための関係法律の整備に関する
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法律 

文書６６７ 平成２７年４月１９日 附則 

文書６６８ 一括改正法律用例集 

文書６６９ 経過措置の要否 

文書６７０ 用例関係資料（附則関連）（出典：Ｓｕｐｅｒ法令Ｗｅｂ、

官報） 

文書６７１ 平成２７年４月１７日 附則 

文書６７２ 平成２７年４月１６日 附則 

文書６７３ 平成２７年４月１６日 附則 

文書６７４ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題目検討中） 

文書６７５ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書６７６ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題目検討中） 

文書６７７ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書６７８ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障関

係法律の整備に関する法律 

文書６７９ 平成２７年４月２９日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書６８０ 平成２７年４月２９日 新旧対照表 

文書６８１ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書６８２ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書６８３ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書６８４ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書６８５ 平成２７年４月２７日 一括改正法律（題目検討中） 

文書６８６ 平成２７年４月２７日 新旧対照表 

文書６８７ 一括改正法律用例集（追加分） 

文書６８８ 平成２７年４月２６日 一括改正法律（題目検討中） 

文書６８９ 平成２７年４月２６日 新旧対照表 

文書６９０ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題目検討中） 

文書６９１ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題目検討中） 

文書６９２ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書６９３ 一括改正用例集追加資料（４月２２日提出） 

文書６９４ 新旧対照表による審査後、内容に変更があり修正した主な箇

所 

文書６９５ （第二条③関係）「賠償請求権」と規定せず、「請求権」と

規定する理由いかん。 

文書６９６ 参照条文（追加）海上保安庁法 
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文書６９７ 平成２７年５月９日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書６９８ 平成２７年５月９日 新旧対照表 

文書６９９ 平成２７年５月７日 我が国及び国際社会の平和及び安全の

確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書７００ 平成２７年５月７日 新旧対照表 

文書７０１ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】問１ 海上保

安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５項において「ネ」

を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書７０２ 平成２７年４月３０日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書７０３ 平成２７年４月３０日 新旧対照表 

文書７０４ 平成２７年４月１４日 ＰＫＯ法新旧 

文書７０５ 平成２７年４月１３日 ＰＫＯ法新旧 

文書７０６ 平成２７年４月１１日 ＰＫＯ法新旧 

文書７０７ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧 

文書７０８ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（１） 

文書７０９ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（２） 

文書７１０ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書７１１ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書７１２ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書７１３ 平成２７年４月５日 ＰＫＯ法新旧 

文書７１４ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書７１５ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書７１６ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書７１７ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧 

文書７１８ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書７１９ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書７２０ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書７２１ 平成２７年３月２６日 ＰＫＯ法新旧 

文書７２２ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書７２３ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書７２４ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書７２５ 平成２７年３月２４日 ＰＫＯ法新旧 

文書７２６ 平成２７年３月２０日 ＰＫＯ法新旧 

文書７２７ 平成２７年４月１５日 米軍行動法新旧 

文書７２８ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その１ 

文書７２９ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その２ 
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文書７３０ 平成２７年３月２１日 米軍行動法新旧 

文書７３１ 平成２７年３月２２日 米軍行動法新旧 

文書７３２ 平成２７年３月１６日 米軍行動新旧その１ 

文書７３３ 平成２７年３月１６日 米軍行動新旧その２ 

文書７３４ 平成２７年３月１４日 米軍行動法新旧 

文書７３５ 平成２７年２月１８日 米軍行動法新旧 

文書７３６ 平成２７年２月１３日 米軍行動法新旧 

文書７３７ 平成２７年２月９日 米軍行動法新旧 

文書７３８ 平成２７年２月５日 米軍行動法新旧 

文書７３９ 平成２７年１月２６日 米軍行動法新旧 

文書７４０ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３

号）の一部を改正する法律案に係る説明資料 

文書７４１ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３

号）の一部を改正する法律案 用例関係資料 

文書７４２ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１１３

号）の一部を改正する法律案 参照条文 

文書７４３ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号） 用例関係追加資料（４月１０日提出） 

文書７４４ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号） 用例関係追加資料（３月３０日提出） 

文書７４５ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

文書７４６ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域（活動が行わ

れる地域が定められた文書等） 

文書７４７ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】問１ 海上保

安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５項において「ネ」

を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書７４８ いわゆる任務遂行型武器使用について 

文書７４９ 御説明資料［国際連合平和維持活動等に対する協力に関する

法律の一部改正］ 

文書７５０ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月１４日提出） 

文書７５１ 問） 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力

の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成２０

年法律第６３号、以下「研究開発力強化法」という。）第２３

条第２号において掲げられている補償に、同法附則第８項の規
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定による傷害補償年金前払一時金および同法附則第１２項の規

定による遺族補償年金前払一時金は含まれるか。 

文書７５２ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月７日提出） 

文書７５３ 【第３条第１号関係】問 第３条第１号柱書及び八に列挙さ

れているような国際連合平和維持活動の諸目的の、国連決議で

の言及との整合性如何。 

文書７５４ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（４月６日提出） 

文書７５５ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛隊

員」の扱いについて（概要） 

文書７５６ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛隊

員」の扱いについて（条文該当箇所抜粋） 

文書７５７ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（３月３０日提出） 

文書７５８ 国際連合平和協力業務に係る活動類型・実施主体 

文書７５９ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料（３月２７日提出） 

文書７６０ 該当条文検索・結果出力画面 総務省組織令・総務省設置法 

文書７６１ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４

年法律第７９号）用例関係追加資料 

文書７６２ 平成２７年４月１１日 捕虜法新旧 

文書７６３ 平成２７年４月９日 捕虜法新旧その１ 

文書７６４ 平成２７年４月９日 捕虜法新旧その２ 

文書７６５ 平成２７年４月７日 捕虜法新旧 

文書７６６ 平成２７年４月６日 捕虜法新旧 

文書７６７ 平成２７年４月３日 捕虜法新旧 

文書７６８ 平成２７年３月２４日 捕虜法新旧 

文書７６９ 平成２７年３月２３日 捕虜法新旧 

文書７７０ 平成２７年３月２１日 捕虜法新旧 

文書７７１ 平成２７年３月１７日 捕虜法新旧その１ 

文書７７２ 平成２７年３月１７日 捕虜法新旧その２ 

文書７７３ 平成２７年２月２７日 捕虜法新旧 

文書７７４ 平成２７年３月１７日 船舶検査法新旧 

文書７７５ 平成２７年３月１８日 船舶検査法新旧 

文書７７６ 平成２７年３月２２日 船舶検査法新旧 

文書７７７ （第七条関係） ○重要影響事態等に際して実施する船舶検

査活動に関する法律の読替え 
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文書７７８ 平成２７年３月２２日 船舶検査法新旧 

文書７７９ 平成２７年３月２４日 船舶検査法新旧 

文書７８０ 平成２７年３月２５日 船舶検査法新旧 

文書７８１ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その１ 

文書７８２ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その２ 

文書７８３ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その１ 

文書７８４ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その２ 

文書７８５ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その３ 

文書７８６ 平成２７年３月３０日 船舶検査法新旧 

文書７８７ 平成２７年４月２日 船舶検査法新旧 

文書７８８ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その１ 

文書７８９ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その２ 

文書７９０ 平成２７年４月８日 船舶検査法新旧 

文書７９１ 平成２７年４月１６日 船舶検査法新旧 

文書７９２ 平成２７年４月２１日 船舶検査法案文 

文書７９３ 平成２７年４月２１日 船舶検査法新旧 

文書７９４ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧イメージ 

文書７９５ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧 

文書７９６ 平成２７年３月１９日 海上輸送規制法新旧 

文書７９７ 平成２７年３月２１日 海上輸送規制法新旧 

文書７９８ 平成２７年３月２４日 海上輸送規制法新旧 

文書７９９ 平成２７年３月２７日 海上輸送規制法新旧 

文書８００ 平成２７年３月３０日 海上輸送規制法新旧 

文書８０１ 平成２７年３月３１日 海上輸送規制法新旧 

文書８０２ 平成２７年４月１日 海上輸送規制法新旧 

文書８０３ 平成２７年４月３日 海上輸送規制法新旧 

文書８０４ 平成２７年４月６日 海上輸送規制法新旧 

文書８０５ 平成２７年４月７日 海上輸送規制法新旧 

文書８０６ 平成２７年４月２２日「存立危機事態」について 

文書８０７ 【参考】関連主要国会答弁 

文書８０８ 論点「存立危機事態」における「国民の協力」（事態対処法

第８条）を規定しない理由如何 

文書８０９ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い

我が国が実施する措置に関する法律新旧（平成１６年法律第１

１３号及び平成１５年法律第７９号） 

文書８１０ 今般の安全保障法制の整備における国民保護法の取扱いにつ

いて 

文書８１１ 平成２７年４月１３日「存立危機事態」について 
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文書８１２ ◆国民保護法の一部改正（附則第●条関係）【国民保護法第

２条第３項関係】 

文書８１３ 国民保護法新旧 

文書８１４ 論点「存立危機事態」における地方公共団体の「責務」が規

定されていないことと改正案第４条第２項の関係 

文書８１５ 論点第２条第８号ハの「存立危機事態を終結させるためにそ

の推移に応じて実施する次に掲げる措置」の「終結」の意味い

かん。 

文書８１６ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国

民の安全の確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）の一

部を改正する法律案 用例関係資料 

文書８１７ 事態対処法 用例関係資料 【第三条関係】【第四条関係】

【第十八条関係】 

文書８１８ 問 「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発

生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由

及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合」

における国民保護のための施策如何 

文書８１９ 法制局指摘事項 「事態対処法のプログラム規定と同種の規

定を有する法律における（当該規定が）、対象とされていた法

制が整備された後の扱い」について 

文書８２０ 事態対処法第３章の改正経緯 

文書８２１ ○国民保護法（第二章 住民避難に関する措置） 

文書８２２ ○○事態における事態対処法制の運用と適用について 

文書８２３ ○○事態における国民保護法に基づく国民生活の安定に関す

る措置の適用について 

文書８２４ 第五章 国民生活の安定に関する措置等 『逐条解説国民保

護法』（ぎょうせい） 

文書８２５ 平成２７年４月１５日 武力攻撃事態法新旧 

文書８２６ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書８２７ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書８２８ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その３ 

文書８２９ 平成２７年４月８日 武力攻撃事態法新旧 

文書８３０ 平成２７年４月６日 武力攻撃事態法新旧 

文書８３１ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書８３２ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書８３３ 平成２７年４月２日 武力攻撃事態法新旧 

文書８３４ 平成２７年３月３１日 武力攻撃事態法新旧 

文書８３５ 平成２７年３月３０日 武力攻撃事態法新旧 
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文書８３６ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書８３７ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書８３８ 平成２７年３月２３日 武力攻撃事態法新旧 

文書８３９ 平成２７年３月２２日 武力攻撃事態法新旧 

文書８４０ 平成２７年３月２１日 武力攻撃事態法新旧 

文書８４１ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書８４２ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書８４３ 平成２７年３月１４日 武力攻撃事態法新旧 

文書８４４ 平成２７年２月２０日 武力攻撃事態法新旧 

文書８４５ 平成２７年２月１８日 武力攻撃事態法新旧 

文書８４６ 平成２７年１月９日 武力攻撃事態法新旧 

文書８４７ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書８４８ 平成２７年３月２日 自衛隊法新旧 

文書８４９ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書８５０ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書８５１ 平成２７年３月３１日 自衛隊法新旧 

文書８５２ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書８５３ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その１ 

文書８５４ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その２ 

文書８５５ 用例関係資料（自衛隊法第９５条の２関係） 

文書８５６ 平成２７年３月１３日 自衛隊法新旧 

文書８５７ 平成２７年３月１８日 自衛隊法新旧 

文書８５８ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書８５９ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書８６０ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その１ 

文書８６１ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その２ 

文書８６２ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書８６３ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書８６４ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書８６５ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その３ 

文書８６６ 平成２７年４月９日 自衛隊法新旧 

文書８６７ 平成２７年３月１４日 自衛隊法新旧 

文書８６８ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書８６９ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書８７０ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書８７１ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書８７２ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書８７３ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 
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文書８７４ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書８７５ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その１ 

文書８７６ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その２ 

文書８７７ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧 

文書８７８ 平成２７年４月８日 自衛隊法新旧 

文書８７９ 平成２７年４月１０日 自衛隊法新旧 

文書８８０ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書８８１ 平成２７年３月２２日 自衛隊法新旧 

文書８８２ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書８８３ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書８８４ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書８８５ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書８８６ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書８８７ 平成２７年３月２７日 自衛隊法案文 

文書８８８ 自衛隊法新旧 

文書８８９ 平成２７年４月１日 自衛隊法新旧 

文書８９０ 平成２７年４月１日 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書８９１ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧 

文書８９２ 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書８９３ 平成２７年４月１３日 特定公共施設等利用法新法 

文書８９４ ［事態対処法、米軍行動関連措置法及び特定公共施設等利用

法］（条文修正に伴う整理事項） 

文書８９５ 平成２７年３月２２日 特定公共施設等利用法新旧 

文書８９６ 平成２７年３月２１日 特定公共施設等利用法新旧 

文書８９７ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その１ 

文書８９８ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その２ 

文書８９９ 平成２７年３月１４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書９００ 平成２７年３月４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書９０１ 武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律

（平成１６年法律第１１４号）の一部を改正する法律案に係る

説明資料 

文書９０２ 特定公共施設利用法の改正について 

文書９０３ ［国家安全保障会議設置法の一部改正］（第１０条関係）問 

重大緊急事態の定義から国際平和共同対処事態を除く理由如何。

国際平和共同対処事態と重大緊急事態の定義が重複する事態は

どのような事態か。（第２条第１項第１２号関係） 

文書９０４ 平成２７年４月２６日 設置法新旧 

文書９０５ 問「自衛隊の行動に関する重要事項（第四号から第八号まで
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に掲げるものを除く）」を追加する理由及び第２条第１項の他

の審議事項の整理について 

文書９０６ ［国家安全保障会議設置法の一部改正（第９条関係）］問 

改正法第９条第２項において、事態対処専門委員会の調査及び

分析の対象となる会議の審議事項のうち、改正法第２条第１項

第９号及び第１０号に掲げる事項については、その対処措置に

つき諮るべき事態に係るものに限ることとした理由いかん。 

文書９０７ 平成２７年４月１６日 設置法新旧 

文書９０８ 平成２７年４月１６日 設置法改め文 

文書９０９ 平成２７年４月１６日 国家安全保障会議設置法新旧 

文書９１０ 平成２７年４月１５日 設置法改め文 

文書９１１ 平成２７年４月１５日 設置法新旧 

文書９１２ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正経

緯 

文書９１３ 開催年月日 事項 閣議手続 

文書９１４ 国防会議開催状況 

文書９１５ 国家安全保障会議設置法（用例） 

文書９１６ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第〇条関係） 

文書９１７ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第〇条関係） 

文書９１８ 設置法改め文 

文書９１９ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正経

緯 

文書９２０ 本法第３条（国際平和協力法の一部改正）中第２１条を第２

２条とする改正規定をその直前の改正規定と区切ることについ

て 

文書９２１ 一括改正法律の題名について 

文書９２２ 参考資料（題名関係） 

文書９２３ 今般の一括法案の題名について 

文書９２４ 題名に関する用例について 

文書９２５ 平成５年３月３１日水曜日 官報（号外特第７号） 

文書９２６ 平成１４年５月１５日水曜日 官報 第３３６０号 

文書９２７ 一括改正法律用例集（題名関係） 

文書９２８ 今般の一括法案の題名について 

文書９２９ 参考資料（題名関係） 

文書９３０ （参考１）昭和６０年４月２日衆・大蔵委 茂串内閣法制局

長官答弁 
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文書９３１ 今般の一括法案の相互の関連性（主なもの） 

文書９３２ 平成１９年７月６日金曜日 官報（号外第１４７号） 

文書９３３ 平成２０年４月１８日金曜日 官報第４８１２号 

文書９３４ 平成１６年６月４日金曜日 官報（号外第１１８号） 

文書９３５ （参考５）平成２７年２月１８日参・本会議 安倍内閣総理

大臣答弁 

文書９３６ ■ある政策目的の実現のため、新規立法と併せて提出された

関係法律の一括整備法であって、当該法律の題名が「（ある政

策目的）のための」となっていた例 

文書９３７ （参考８）一括改正法律用例集 

文書９３８ 法律案提出理由 

文書９３９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）新旧対照表 

文書９４０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）改正案【案２】新旧対照表 

文書９４１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）（案１）第一条を

シンプル化、第三条で我が国平和のための外国軍隊等を追加 

新旧対照表 

文書９４２ 参考資料（自・自・公修正について（周辺事態法）等） 

文書９４３ 周辺事態の具体例（追３０－２４４） 

文書９４４ 改正周辺事態法における支援項目（別表第一に掲げる物品及

び役務の種類の拡大）について（２７．３．１２ 防衛省） 

文書９４５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）別表第一新旧対照表 

文書９４６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成十一年

法律第六十号）新旧対照表 

文書９４７ 一時休止後の措置について 

文書９４８ 捜索救助活動についての政府の考え方 

文書９４９ 参照条文（自衛隊法（抄）、自衛隊法施行令（抜粋）） 

文書９５０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９５１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 
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文書９５２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９５３ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書９５４ 改正周辺事態法の対象とする事態について（２７．３．２４ 

防衛省） 

文書９５５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９５６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９５７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９５８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９５９ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書９６０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６２ 補足資料（第１１条第５項関係「０１ 宿営地の設置及び武

器の使用と対応措置の関係並びにそれに関する派遣先国の同意

について」）平成２７年４月３日 防衛省 

文書９６３ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６７ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障関

係法律の整備に関する法律 

文書９６８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９６９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９７０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措
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置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９７１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９７２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９７３ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年４月 

防衛省 

文書９７４ 一括改正法律（題名検討中） 

文書９７５ 一括改正法律（題名検討中） 

文書９７６ 新旧対照表 

文書９７７ 新旧対照表 

文書９７８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９７９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書９８０ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年４月 

防衛省 

文書９８１ 一括改正法律（題名検討中） 

文書９８２ 一括改正法律用例集 

文書９８３ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書９８４ 平成２７年４月２０日 新旧対照表 

文書９８５ 一括改正法律用例集（本則及び附則の追加分） 

文書９８６ 一括改正法律用例集（理由関係） 

文書９８７ 平成２７年４月１７日 国の存立を全うし国民を守る切れ目

のない安全保障体制を構築するための関係法律の整備に関する

法律 

文書９８８ 「一括改正法律（題名検討中）」の立案の前提となっている

未施行法等一覧 

文書９８９ 一括改正法律用例集（附則の規定順に関する用例） 

文書９９０ 平成２７年４月１９日 国の存立を全うし国民を守る切れ目

のない安全保障体制を確立するための関係法律の整備に関する

法律 

文書９９１ 平成２７年４月１９日 附則 

文書９９２ 一括改正法律用例集 

文書９９３ 経過措置の要否 

文書９９４ 用例関係資料（附則関係）（出典：Ｓｕｐｅｒ法令ｗｅｂ、

官報） 

文書９９５ 平成２７年４月１７日 附則 
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文書９９６ 平成２７年４月１６日 附則 

文書９９７ 平成２７年４月１６日 附則 

文書９９８ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書９９９ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書１０００ 平成２７年４月１３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書１００１ 平成２７年４月１３日 新旧対照表 

文書１００２ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障

関係法律の整備に関する法律 

文書１００３ 平成２７年４月２９日 我が国及び国際社会の平和及び安

全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書１００４ 平成２７年４月２９日 新旧対照表 

文書１００５ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安

全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書１００６ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書１００７ 平成２７年４月２８日 我が国及び国際社会の平和及び安

全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書１００８ 平成２７年４月２８日 新旧対照表 

文書１００９ 平成２７年４月２７日 一括改正法律（題名検討中） 

文書１０１０ 平成２７年４月２７日 新旧対照表 

文書１０１１ 一括改正法律用例集（追加分） 

文書１０１２ 平成２７年４月２６日 一括改正法律（題名検討中） 

文書１０１３ 平成２７年４月２６日 新旧対照表 

文書１０１４ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書１０１５ 平成２７年４月２３日 一括改正法律（題名検討中） 

文書１０１６ 平成２７年４月２３日 新旧対照表 

文書１０１７ 一括改正法用例集追加資料（４月２２日提出） 

文書１０１８ 新旧対照表による審査後、内容に変更があり修正した主な

箇所 

文書１０１９ （第二条③関係）「賠償請求権」と規定せず、「請求権」

と規定する理由いかん。 

文書１０２０ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための

自衛隊法等の一部を改正する法律案について 

標記法律案を第１８９回国会に提出する必要があるので、

別紙法律案及び理由を添えて閣議を求めます。 

文書１０２１ 参照条文（追加）海上保安庁法 

文書１０２２ 平成２７年５月９日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書１０２３ 平成２７年５月９日 新旧対照表 
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文書１０２４ 平成２７年５月７日 我が国及び国際社会の平和及び安全

の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書１０２５ 平成２７年５月７日 新旧対照表 

文書１０２６ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】 

問１ 海上保安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５

項において「ネ」を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書１０２７ 平成２７年４月３０日 我が国及び国際社会の平和及び安

全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正する法律 

文書１０２８ 平成２７年４月３０日 新旧対照表 

文書１０２９ 平成２７年４月１４日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０３０ 平成２７年４月１３日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０３１ 平成２７年４月１１日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０３２ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０３３ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（１） 

文書１０３４ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その２（２） 

文書１０３５ 平成２７年４月８日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書１０３６ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書１０３７ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書１０３８ 平成２７年４月６日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書１０３９ 平成２７年４月５日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０４０ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書１０４１ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書１０４２ 平成２７年３月３０日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書１０４３ 平成２７年３月２９日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０４４ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書１０４５ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書１０４６ 平成２７年３月２７日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書１０４７ 平成２７年３月２６日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０４８ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その１ 

文書１０４９ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その２ 

文書１０５０ 平成２７年３月２５日 ＰＫＯ法新旧その３ 

文書１０５１ 平成２７年３月２４日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０５２ 平成２７年３月２０日 ＰＫＯ法新旧 

文書１０５３ 平成２７年４月１５日 米軍行動法新旧 

文書１０５４ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その１ 

文書１０５５ 平成２７年３月２４日 米軍行動法新旧その２ 

文書１０５６ 平成２７年３月２３日 米軍行動法新旧 

文書１０５７ 平成２７年３月２２日 米軍行動法新旧 
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文書１０５８ 平成２７年３月２１日 米軍行動法新旧 

文書１０５９ 平成２７年３月１６日 米軍行動法新旧その１ 

文書１０６０ 平成２７年３月１６日 米軍行動法新旧その２ 

文書１０６１ 平成２７年３月１４日 米軍行動法新旧 

文書１０６２ 平成２７年２月１８日 米軍行動法新旧 

文書１０６３ 平成２７年２月１３日 米軍行動法新旧 

文書１０６４ 平成２７年２月９日 米軍行動法新旧 

文書１０６５ 平成２７年２月５日 米軍行動法新旧 

文書１０６６ 平成２７年１月２６日 米軍行動法新旧 

文書１０６７ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴

い我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第

１１３号）の一部を改正する法律案に係る説明資料 

文書１０６８ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴

い我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第

１１３号）の一部を改正する法律案 用例関係資料 

文書１０６９ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴

い我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第

１１３号）の一部を改正する法律案 参照条文 

文書１０７０ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料（４月１０日提出） 

文書１０７１ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係資料（３月３０日提出） 

文書１０７２ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

文書１０７３ 改正後の国際平和協力法：活動が行われる地域 

（活動が行われる地域が定められた文書等） 

文書１０７４ 【第６条第５項（海上保安庁組織参加）関係】 

問１ 海上保安庁の組織参加業務を規定する法第６条第５

項において「ネ」を行わない旨条文を修正する理由如何。 

文書１０７５ いわゆる任務遂行型武器使用について 

文書１０７６ 御説明資料［国際連合平和維持活動等に対する協力に関す

る法律の一部改正］ 

文書１０７７ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料（４月１４日提出） 

文書１０７８ 問） 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能

力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平

成２０年法律第６３号、以下「研究開発力強化法」とい

う。）第２３条第２号において掲げられている補償に、同

法附則第８項の規定による傷害補償年金前払一時金および
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同法附則第１２項の規定による遺族補償年金前払一時金は

含まれるか。 

文書１０７９ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料（４月７日提出） 

文書１０８０ 【第３条第１号関係】 

問 第３条第１号柱書及びハに列挙されているような国際

連合平和維持活動の諸目的の、国連決議での言及との整合性

如何。 

文書１０８１ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料（４月６日提出） 

文書１０８２ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛

隊員」の扱いについて（概要） 

文書１０８３ 改正国際平和協力法における「自衛隊の部隊等」と「自衛

隊員」の扱いについて（条文該当箇所抜粋） 

文書１０８４ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料（３月３０日提出） 

文書１０８５ 国際平和協力業務に係る活動類型・実施主体 

文書１０８６ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料（３月２７日提出） 

文書１０８７ 該当条文検索・結果出力画面 総務省組織令、総務省設置

法 

文書１０８８ 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成

４年法律第７９号）用例関係追加資料 

文書１０８９ 平成２７年４月１１日 捕虜法新旧 

文書１０９０ 平成２７年４月９日 捕虜法新旧その１ 

文書１０９１ 平成２７年４月９日 捕虜法新旧その２ 

文書１０９２ 平成２７年４月７日 捕虜法新旧 

文書１０９３ 平成２７年４月６日 捕虜法新旧 

文書１０９４ 平成２７年４月３日 捕虜法新旧 

文書１０９５ 平成２７年３月２４日 捕虜法新旧 

文書１０９６ 平成２７年３月２３日 捕虜法新旧 

文書１０９７ 平成２７年３月２１日 捕虜法新旧 

文書１０９８ 平成２７年３月１７日 捕虜法新旧その１ 

文書１０９９ 平成２７年３月１７日 捕虜法新旧その２ 

文書１１００ 平成２７年２月２７日 捕虜法新旧 

文書１１０１ 平成２７年３月１７日 船舶検査法新旧 

文書１１０２ 平成２７年３月１８日 船舶検査法新旧 

文書１１０３ 平成２７年３月２２日 船舶検査法新旧 
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文書１１０４ （第七条関係）〇重要影響事態等に際して実施する船舶検

査活動に関する法律の読替え 

文書１１０５ 平成２７年３月２３日 船舶検査法新旧 

文書１１０６ 平成２７年３月２４日 船舶検査法新旧 

文書１１０７ 平成２７年３月２５日 船舶検査法新旧 

文書１１０８ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その１ 

文書１１０９ 平成２７年３月２６日 船舶検査法新旧その２ 

文書１１１０ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その１ 

文書１１１１ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その２ 

文書１１１２ 平成２７年３月２７日 船舶検査法新旧その３ 

文書１１１３ 平成２７年３月３０日 船舶検査法新旧 

文書１１１４ 平成２７年４月２日 船舶検査法新旧 

文書１１１５ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その１ 

文書１１１６ 平成２７年４月７日 船舶検査法新旧その２ 

文書１１１７ 平成２７年４月８日 船舶検査法新旧 

文書１１１８ 平成２７年４月１６日 船舶検査法新旧 

文書１１１９ 平成２７年４月２１日 船舶検査法案文 

文書１１２０ 平成２７年４月２１日 船舶検査法新旧 

文書１１２１ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧イメージ 

文書１１２２ 平成２７年３月１日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２３ 平成２７年３月１９日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２４ 平成２７年３月２１日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２５ 平成２７年３月２４日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２６ 平成２７年３月２７日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２７ 平成２７年３月３０日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２８ 平成２７年３月３１日 海上輸送規制法新旧 

文書１１２９ 平成２７年４月２日 海上輸送規制法新旧 

文書１１３０ 平成２７年４月３日 海上輸送規制法新旧 

文書１１３１ 平成２７年４月６日 海上輸送規制法新旧 

文書１１３２ 平成２７年４月７日 海上輸送規制法新旧 

文書１１３３ 平成２７年４月２２日 「存立危機事態」について 

文書１１３４ 【参考】関連主要国会答弁 

文書１１３５ 論点「存立危機事態」における「国民の協力」（事態対処

法第８条）を規定しない理由いかん。 

文書１１３６ 武力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴

い我が国が実施する措置に関する法律新旧（平成１６年法

律第１１３号及び平成１５年法律第７９号） 

文書１１３７ 今般の安全保障法制の整備における国民保護法の取扱いに
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ついて 

文書１１３８ 平成２７年４月１３日「存立危機事態」について 

文書１１３９ ◆国民保護法の一部改正（附則第●条関係）【国民保護法

第２条第３項関係】 

文書１１４０ 国民保護法新旧 

文書１１４１ 論点「存立危機事態」における地方公共団体の「責務」が

規定されていないことと改正案第４条第２項の関係 

文書１１４２ 論点 第２条第８号ハの「存立危機事態を終結させるため

にその推移に応じて実施する次に掲げる措置」の「終結」

の意味いかん。 

文書１１４３ 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び

国民の安全の確保に関する法律（平成１５年法律第７９号）

の一部を改正する法律案 用例関係資料 

文書１１４４ 事態対処法 用例関係資料【第三条関係】【第四条関係】

【第十八条関係】 

文書１１４５ 問 「我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が

発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、

自由及び幸福追及の権利が根底から覆される明白な危険が

ある場合」における国民保護のための施策如何。 

文書１１４６ 法制局指摘事項「事態対処法のプログラム規定と同種の規

定を有する法律における（当該規定が）、対象としていた

法制が整備された後の扱い」について 

文書１１４７ 事態対処法第３章の改正経緯 

文書１１４８ 〇国民保護法（第二章 住民の避難に関する措置） 

文書１１４９ 〇〇事態における事態対処法制の適用について 

文書１１５０ ○○事態における国民保護法に基づく国民生活の安定に関

する措置の適用について 

文書１１５１ 第五章 国民生活の安定に関する措置等『逐条解説国民保

護法』（ぎょうせい） 

文書１１５２ 平成２７年４月１５日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１５３ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１１５４ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１１５５ 平成２７年４月９日 武力攻撃事態法新旧その３ 

文書１１５６ 平成２７年４月８日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１５７ 平成２７年４月６日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１５８ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１１５９ 平成２７年４月３日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１１６０ 平成２７年４月２日 武力攻撃事態法新旧 
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文書１１６１ 平成２７年３月３１日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１６２ 平成２７年３月３０日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１６３ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１１６４ 平成２７年３月２４日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１１６５ 平成２７年３月２３日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１６６ 平成２７年３月２２日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１６７ 平成２７年３月２１日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１６８ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その１ 

文書１１６９ 平成２７年３月１６日 武力攻撃事態法新旧その２ 

文書１１７０ 平成２７年３月１４日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１７１ 平成２７年２月２０日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１７２ 平成２７年２月１８日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１７３ 平成２７年１月９日 武力攻撃事態法新旧 

文書１１７４ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書１１７５ 平成２７年３月２日 自衛隊法新旧 

文書１１７６ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書１１７７ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書１１７８ 平成２７年３月３１日 自衛隊法新旧 

文書１１７９ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書１１８０ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その１ 

文書１１８１ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その２ 

文書１１８２ 用例関係資料（自衛隊法第９５条の２関係） 

文書１１８３ 平成２７年３月１３日 自衛隊法新旧 

文書１１８４ 平成２７年３月１８日 自衛隊法新旧 

文書１１８５ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書１１８６ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書１１８７ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その１ 

文書１１８８ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧その２ 

文書１１８９ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書１１９０ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 

文書１１９１ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書１１９２ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その３ 

文書１１９３ 平成２７年４月９日 自衛隊法新旧 

文書１１９４ 平成２７年３月１４日 自衛隊法新旧 

文書１１９５ 平成２７年３月２０日 自衛隊法新旧 

文書１１９６ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書１１９７ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書１１９８ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その１ 
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文書１１９９ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧その２ 

文書１２００ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書１２０１ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書１２０２ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その１ 

文書１２０３ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧その２ 

文書１２０４ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧 

文書１２０５ 平成２７年４月８日 自衛隊法新旧 

文書１２０６ 平成２７年４月１０日 自衛隊法新旧 

文書１２０７ 平成２７年３月１９日 自衛隊法新旧 

文書１２０８ 平成２７年３月２２日 自衛隊法新旧 

文書１２０９ 平成２７年３月２４日 自衛隊法新旧 

文書１２１０ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書１２１１ 平成２７年３月２６日 自衛隊法新旧 

文書１２１２ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書１２１３ 平成２７年４月３日 自衛隊法新旧 

文書１２１４ 平成２７年３月２７日 自衛隊法案文 

文書１２１５ 自衛隊法新旧 

文書１２１６ 平成２７年４月１日 自衛隊法新旧 

文書１２１７ 平成２７年４月１日 用例関係資料（自衛隊法（罰則関

連）） 

文書１２１８ 平成２７年４月６日 自衛隊法新旧 

文書１２１９ 用例関係資料（自衛隊法（罰則関連）） 

文書１２２０ 平成２７年４月１３日 特定公共施設等利用法新旧 

文書１２２１ ［事態対処法、米軍行動関連措置法及び特定公共施設等利

用法］（条文修正に伴う整理事項） 

文書１２２２ 平成２７年３月２２日 特定公共施設等利用法新旧 

文書１２２３ 平成２７年３月２１日 特定公共施設等利用法新旧 

文書１２２４ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その１ 

文書１２２５ 平成２７年３月１６日 特定公共施設等利用法新旧その２ 

文書１２２６ 平成２７年３月１４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書１２２７ 平成２７年３月４日 特定公共施設等利用法新旧 

文書１２２８ 武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法

律（平成１６年法律第１１４号）の一部を改正する法律案

に係る説明資料 

文書１２２９ 特定公共施設利用法の改正について 

文書１２３０ ［国家安全保障会議設置法の一部改正］（第１０条関係）

問 重大緊急事態の定義から国際平和共同対処事態を除く

理由如何。国際平和共同対処事態と重大緊急事態の定義が



 53 

重複する事態はどのような事態か。（第２条第１項第１２

号関係） 

文書１２３１ 平成２７年４月２６日 設置法新旧 

文書１２３２ 問「自衛隊の行動に関する重要事項（第四号から第八号ま

でに掲げるものを除く）」を追加する理由及び第２条第１

項の他の審議事項の整理について 

文書１２３３ ［国家安全保障会議設置法の一部改正（第９条関係）］問 

改正法第９条第２項において、事態対処専門委員会の調査

及び分析の対象となる会議の審議事項のうち、改正法第２

条第１項第９号及び第１０号に掲げる事項については、そ

の対処措置につき諮るべき事態に係るものに限ることとし

た理由いかん。 

文書１２３４ 自衛隊の任務と行動 

文書１２３５ 平成２７年４月１６日 設置法新旧 

文書１２３６ 平成２７年４月１６日 設置法改め文 

文書１２３７ 平成２７年４月１６日 国家安全保障会議設置法新旧 

文書１２３８ 平成２７年４月１５日 設置法改め文 

文書１２３９ 平成２７年４月１５日 設置法新旧 

文書１２４０ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正

経緯 

文書１２４１ 開催年月日 事項 閣議手続 

文書１２４２ １２０－衆－安全保障特別委員会－６号 平成０３年０４

月２６日 

文書１２４３ 国防会議開催状況 

文書１２４４ 国家安全保障会議設置法（用例） 

文書１２４５ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第〇条関係） 

文書１２４６ 国家安全保障会議設置法（昭和六十一年法律第七十一号）

（第〇条関係） 

文書１２４７ 設置法改め文 

文書１２４８ 【参考】国家安全保障会議設置法第一条及び第二条の改正

経緯 

文書１２４９ 本法第３条（国際平和協力法の一部改正）中第２１条を第

２２条とする改正規定をその直前の改正規定と区切ること

について 

文書１２５０ 一括改正法律の題名について 

文書１２５１ 参考資料（題名関係） 

文書１２５２ 今般の一括法案の題名について 
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文書１２５３ 題名に関する用例について 

文書１２５４ 平成５年３月３１日水曜日 官報（号外特第７号） 

文書１２５５ 平成１４年５月１５日水曜日 官報 第３３６０号 

文書１２５６ 一括改正法律用例集（題名関係） 

文書１２５７ 今般の一括法案の題名について 

文書１２５８ 参考資料（題名関係） 

文書１２５９ （参考１）昭和６０年４月２日衆・大蔵委 茂串内閣法制

局長官答弁 

文書１２６０ 今般の一括法案の相互の関連性（主なもの） 

文書１２６１ 平成１９年７月６日金曜日 官報（号外第１４７号） 

文書１２６２ 平成２０年４月１８日金曜日 官報 第４８１２号 

文書１２６３ 平成１６年６月４日金曜日 官報（号外第１１８号） 

文書１２６４ （参考５）平成２７年２月１８日参・本会議 安倍内閣総

理大臣答弁 

文書１２６５ ■ある政策目的の実現のため、新規立法と併せて提出され

た関係法律の一括整備法であって、当該法律の題名が

「（ある政策目的）のための」となっていた例 

文書１２６６ （参考８）一括改正法律用例集 

文書１２６７ 法律案提出理由 

文書１２６８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成

十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２６９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成

十一年法律第六十号）改正案【案２】新旧対照表 

文書１２７０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）（案１）第

一条をシンプル化、第三条で我が国平和のための外国軍隊

等を追加 新旧対照表 

文書１２７１ 参考資料（自・自・公修正について（周辺事態法）等） 

文書１２７２ 周辺事態の具体例（追３０－２４４） 

文書１２７３ 改正周辺事態法における支援項目（別表第一に掲げる物品

及び役務の種類の拡大）について（２７．３．１２ 防衛

省） 

文書１２７４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成

十一年法律第六十号）別表第一新旧対照表 

文書１２７５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための
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措置に関する法律【法律名称の改正の可能性あり】（平成

十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２７６ 一時休止後の措置について 

文書１２７７ 捜索救助活動についての政府の考え方 

文書１２７８ 参照条文（自衛隊法（抄）、自衛隊法施行令（抜粋）） 

文書１２７９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８２ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書１２８３ 改正周辺事態法の対象とする事態について（２７．３．２

４） 

文書１２８４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８６ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２８８ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連）平成２７年３月 

防衛省 

文書１２８９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９０ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９１ 補足資料（第１１条第５項関係「０１ 宿営地の設置及び

武器の使用と対応措置の関係並びにそれに関する派遣先国

の同意について」） 平成２７年４月３日 防衛省 

文書１２９２ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９３ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９４ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 
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文書１２９５ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９６ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障

関係法律の整備に関する法律 

文書１２９７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１２９９ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１３００ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１３０１ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１３０２ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連） 平成２７年４

月 

文書１３０３ 一括改正法律（題名検討中） 

文書１３０４ 一括改正法律（題名検討中） 

文書１３０５ 新旧対照表 

文書１３０６ 新旧対照表 

文書１３０７ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１３０８ 周辺事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律（平成十一年法律第六十号）新旧対照表 

文書１３０９ 用例関係資料（周辺事態安全確保法関連） 平成２７年４

月 防衛省 

文書１３１０ 平成１１年４月２６日政府統一見解（「周辺事態につい

て」）（関連国会議事録） 

文書１３１１ 複数の法律の改正を一括して出すことが許容される基準は

あるのか 

文書１３１２ 砂川判決 

文書１３１３ 「周辺事態」と「武力攻撃事態」の関係について 

文書１３１４ 国の存立を全うし国民を守るための切れ目のない安全保障

法制の整備について 

文書１３１５ 日米防衛協力のための指針 

文書１３１６ Ｔｈｅ Ｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓ ｆｏｒ Ｊａｐａｎ－Ｕ．

Ｓ． Ｄｅｆｅｎｓｅ Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ Ａｐｒ

ｉｌ ２７，２０１５ 
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文書１３１７ 法制局論点集 目次 

文書１３１８ 法制局論点集 細目 

文書１３１９ 法制局論点集 本体 

 

４ 改めて開示決定等をすべき文書 

（１）法制局審査資料 整備法 法制局への提出資料 

（２）法制局審査資料目次 法制局への提出資料 

（３）法制局審査資料（法制局→ＮＳＳ）（目次） 

 

５ 原処分において各開示請求の対象として特定された文書 

（１）本件請求文書１の対象として特定された文書 

  ア 先行開示決定１ 

    先行開示文書 

  イ 原処分１ 

    文書１ないし文書１３１９ 

（２）本件請求文書２及び本件請求文書５の対象として特定された文書 

  ア 先行開示決定２及び先行開示決定５ 

    文書３３１ 

  イ 原処分２及び原処分５ 

    文書１ないし文書３３０及び文書３３２ないし文書１３１９ 

（３）本件請求文書３及び本件請求文書４の対象として特定された文書 

  ア 先行開示決定３及び先行開示決定４ 

    文書１３１５ 

  イ 原処分３及び原処分４ 

    文書１ないし文書３３０及び文書３３３ないし文書１３１４ 

 


